
○ 石川県警察証明事務取扱要綱の制定について（通達）

令和２年12月18日付け県相甲達第18号

石川県警察本部長から部課署長あて

対号１ 平成14年１月31日付け務甲達第17号「石川県警察証明事務取扱要綱

の制定について（通達）」

対号２ 平成24年６月26日付け務甲達第51号「石川県警察証明事務取扱要綱

の一部改正について（通達）」

この度、警察証明事務の適正かつ統一的な運用を図るため、別添のとおり、石川県

警察証明事務取扱要綱を制定し、令和３年１月４日から施行することとしたので、事

務処理上、遺漏のないようにされたい。

なお、対号は本通達の施行をもって廃止する。



別添

石川県警察証明事務取扱要綱

第１ 目的

この要綱は、石川県警察における警察証明事務の取扱いについて、必要な事項

を定めることを目的とする。

第２ 準拠

警察証明事務の取扱いについては、別に定めるもののほか、この要綱の定める

ところによる。

第３ 用語の意義

この要綱における用語の意義は、次に定めるとおりとする。

１ 警察証明とは、警察の所管に係る取扱事項に関し、証明を必要とする者（以

下「申請者」という。）からの申請に基づき、事実を確認した事項又は届出を

受理した事項（以下「証明事項」と総称する。）について、書面を交付して行

う証明をいう。

２ 事実証明とは、警察証明のうち、事実を確認した事項の証明をいう。

３ 届出証明とは、警察証明のうち、届出を受理した事項の証明をいう。

第４ 証明者及び事務処理担当者

１ 警察証明は、証明事項を取り扱った所属長（以下「証明者」という。）が行

うものとする。

２ 証明申請の受理、審査、証明書の交付その他警察証明の事務の取扱いは、

警察本部にあっては、当該証明事項を取り扱った所属の主管係、警察署にあ

っては、主管課（以下「取扱主管課」という。）の職員（以下「担当職員」と

いう。）が行うものとする。

第５ 警察証明の交付基準

警察証明は、官公庁等から事務の取扱い上、警察証明を求められており、かつ、

警察証明を行うことが適当である別表１に掲げるものに該当する場合に行うもの

とする。

第６ 警察証明の申請

１ 申請手続

第５で規定する警察証明の申請手続は、別表２の左欄に掲げる証明対象に応



じ、それぞれ中欄に掲げる申請者又はその代理人が右欄に掲げる証明申請書

を提出することにより行うものとする。

２ 代理申請の場合の措置

申請者が代理人である場合は、次により措置するものとする。

(1) 事実証明は、代理人に委任状を提出させた上、代理人を申請者として取り

扱うこと。この場合において、運転免許証等の提示による代理人の本人確認

を行うこと。

(2) 届出証明は、代理人に委任状を提出させ、又は特別の事情により委任状が

得られない場合は、電話による申請者本人の意思の確認を行った上、代理人

を申請者として取り扱うこと。この場合において、運転免許証等の提示によ

る代理人の本人確認を行うこと。

３ 申請者が日本語を理解しない外国人等の場合

担当職員は、原則として、通訳人等を介するなどして事情を聴取し、証明申

請書に必要事項を記入した上、申請者氏名の右欄外に職名及び氏名を記入す

ること｡ただし、通訳人等が申請者に代わって記入することを申し出た場合で、

申請者の同意があり、かつ、当該通訳人等が必要事項を正確に記入できると

認められた場合には、通訳人等に記入させることができるものとする。この

場合において、当該通訳人等の氏名を申請者氏名の右欄外に記入させること。

第７ 警察証明の事務処理

１ 証明申請の受理

担当職員は、証明申請書の提出を受けた場合は、別表１に掲げる証明対象ご

との使途及び提出先並びに別表２に掲げる申請者が適当であることを確認の

上、受理するものとする。

２ 証明事項の記入及び決裁

担当職員は、受理した証明申請書に基づき、関係書類との照合を行い、同証

明申請書に必要な事項を記入し、写しを１部作成した上、原本により決裁を

受けるものとする。

３ 警察証明処理簿への登載

担当職員は、「警察証明処理簿（別記様式第４号。以下「処理簿」という。）」

に証明番号、交付年月日、証明事項等を記入するものする。



４ 証明番号等の記入及び職印の押印

担当職員は、証明申請書の原本及び写しに証明番号及び交付年月日を記入す

るとともに、当該写しに証明者の職印の押印を受けるものとする。

５ 証明書の交付等

(1) 担当職員は、申請者に警察証明受領書（別記様式第５号。以下「受領書」

という。）を作成させた上、証明番号等が記入され、証明者の職印が押印さ

れた証明申請書の写し（以下「証明書」という。）を申請者に交付するもの

とする。

(2) 証明申請書の原本は、受領書等とともに証明番号順に処理簿の末尾に保存

するものとする。

第８ 警察証明の交付基準に該当しない場合の措置

１ 特別な事情がある場合の措置

証明者は、第５の警察証明の交付基準に該当しない場合において、警察証明

を得られないことにより申請者が著しい不利益を被ることが明らかであり、

かつ、警察が当該証明を行うことが適当と認める場合又はその他特別な事情

がある場合については、警務部県民支援相談課長と協議した上、第６の１の

表に掲げる証明申請書又は警察証明申請書（別記様式第６号）により申請を

受理し、警察証明を行うことができるものとする。この場合において、第６

の３及び第７の規定を準用するものとする。

２ 警察証明を行わない場合の措置

証明者は、第５の警察証明の交付基準に該当しない場合において、警察証明

を得られないことにより申請者に不利益が生じないための措置として、届出

証明に係るものに限り、次により申請者に対して教示し、又は関係者からの

照会に対して回答することができるものとする。この場合において、教示又

は回答を行う職員は、担当職員に限るものとする。

(1) 申請者に対する教示

申請者に対し、警察証明を行わない理由を説明するとともに、必要により

届出に係る受理年月日、受理番号又は担当職員の氏名を口頭により教示する

こと。

(2) 照会に対する回答



官公庁等の事務担当者から、届出したことに関する照会があった場合は、

当該照会者の身分及び目的を確認した上、申請者から同意を得た場合に限り、

届出に係る受理年月日、受理番号又は担当職員の氏名のうち、照会があった

事項を口頭により回答すること。ただし、電話による照会の場合は、即答す

ることなく、折り返しの電話により回答すること。

(3) 教示又は回答（以下「教示等」という。）を行った場合は、関係書類の備

考欄等に教示等の年月日、相手先、相手先の連絡先、担当職員の氏名等、必

要事項を記入しておくこと。

第９ 事務処理上の留意事項

警察証明事務の処理に当たっては、次の事項に留意するものとする。

１ 次の事項は証明書に記載しないこと。

(1) 個人の名誉、プライバシーを侵害するおそれのある事項

(2) 申請者に直接関係ない事項

(3) 受理した届出に記載されていない事項

(4) 被害物品の時価等、証明することによって紛議を生じ、又は悪用されるお

それがあると認められる事項

２ 第８の１の規定により申請を受理する場合において、代理申請は、原則とし

て受け付けないこと。

３ 証明番号は、証明書を交付した順に暦年ごとの一連番号とし、石川県警察文

書管理規程（平成13年石川県警察本部訓令第２号）第25条第２項に規定する

文書記号（別表第３）を冠すること。

４ 証明書の内容に加除訂正があった場合には、「加」又は「削」の文字の後に、

その字数を付したものを右欄外に記入するとともに、当該箇所に証明者の職

印の押印を受けること。

５ 証明書の交付枚数は、提出先ごとに１枚とすること。

第10 警察証明処理簿

取扱主管課は、処理簿を備え、証明書の交付状況を明らかにしておかなければ

ならない。

附 則

この要綱は、令和３年１月４日から施行する。



別表１

警察証明の交付基準

１ 事実証明

証明対象 使途 提出先

児童扶養手当認定請求 都道府県知事

国民健康保険料の減額又は免除の手続 市区町村長

自動車運転免許証の更新手続

初心運転者の再試験の受験申込み

臨時認知機能検査の受検手続
都道府県公安委員会

臨時高齢者講習の受講手続
留置

違反者講習の受講手続

自動車運転免許証の失効による手続

初心運転者講習の受講手続
都道府県公安委員会

又は指定講習機関

在留期間の更新手続 地方出入国在留管理官署

失業認定請求 公共職業安定所

２ 届出証明

証明対象 使途 対象物件に係る提出先

在留カード 地方出入国在留管理官署

窃盗
再交付申請 特別永住者証明書 市区町村長

強盗 旅券
外国人 外国大使館､領事館等

遺失
紛失の届出 日本人 外務大臣､都道府県知事

有価証券
公示催告の申立て 簡易裁判所

（株式を除く。）

窃盗
雑損控除の対象と 税務署長

強盗 雑損控除の申告
なる物件

横領
市区町村長



別表２

警察証明の申請手続

１ 事実証明

証明対象 申 請 者 証明申請書の様式

留置された者。ただし、児童扶養
留置証明申請書

留置 手当認定請求の場合は、当該請求権

者
（別記様式第１号）

２ 届出証明

証明対象 申 請 者 証明申請書の様式

窃盗 ○ 届出をした者
盗難等被害届出証明申請書

強盗 ○ 届出に係る被害者又は被害物品

横領 の所有者
（別記様式第２号）

遺失 ○ 遺失者又は届出をした者
遺失届出証明申請書

（別記様式第３号）



別記様式第１号（第６関係）

年 月 日

殿

申請者 住所

電話番号

氏名

生年月日 年 月 日生

被証明者との関係 本人・（ ）

留 置 証 明 申 請 書

次の使途、提出先に相違ありませんので、申請事項について証明願いたく

申請します。

使 途 提 出 先

申請事項 （ 年 月 日生）の留置の事実

（注）代理人の方が申請する場合は、委任状を添付してください。

証明 第 号

留 置 証 明 書

住 所

氏 名

生年月日 年 月 日生

上記の者は、法令に基づき、当署に 年 月 日から 年

月 日まで留置していたことを証明する。

年 月 日

長 印



別記様式第２号（第６関係）

年 月 日

殿

申請者 住所

電話番号

氏名

生年月日 年 月 日生

被害者との関係 本人・（ ）

盗 難 等 被 害 届 出 証 明 申 請 書

次の使途、提出先に相違ありませんので、申請事項について証明願いたく
申請します。

使 途 提 出 先

□ 窃 盗
申請事項 の □ 強 盗 被 害 の 届 出

□ 横 領

証明 第 号
盗 難 等 被 害 届 出 証 明 書

受理年月日及び受理番号 年 月 日 第 号

日 時
年 月 日 時 分から

被 害 日 時 及 び 場 所
年 月 日 時 分までの間

場 所

住 所
被害者の住所及び氏名

氏 名

被 害 金 品

所有者の氏名又は法人名

上記のとおり届出を受理したことを証明する。

年 月 日

長 印



別記様式第３号（第６関係）

年 月 日

殿

申請者 住所

電話番号

氏名

生年月日 年 月 日生

遺失者との関係 本人・（ ）

遺 失 届 出 証 明 申 請 書

次の使途、提出先に相違ありませんので、申請事項について証明願いたく

申請します。

使 途 提 出 先

申請事項 遺 失 の 届 出

証明 第 号
遺 失 届 出 証 明 書

受理年月日及び受理番号 年 月 日 第 号

日 時
年 月 日 時 分から

遺 失 日 時 及 び 場 所
年 月 日 時 分までの間

場 所

住 所
遺失者の住所及び氏名

氏 名

遺 失 物 件

上記のとおり届出を受理したことを証明する。

年 月 日

長 印



別記様式第４号（第７関係）

警 察 証 明 処 理 簿

証 明 番 号 証 明 事 項
証明区分 備考 取扱者

交付年月日 使途 提出先

事実証明

届出証明

事実証明

届出証明

事実証明

届出証明

事実証明

届出証明

事実証明

届出証明

事実証明

届出証明

事実証明

届出証明

事実証明

届出証明

事実証明

届出証明

事実証明

届出証明

注１ 証明番号は、文書番号を冠し、暦年ごとの一連番号を記入すること。

２ 証明事項欄は、証明内容を簡記すること。

３ 取扱者欄は、証明書を交付した担当職員の氏名を記入すること。



別記様式第５号（第７関係）

証 明 書 受 領 書

年 月 日

殿

私 が 申 請 し た 証 明 書 に つ い て は 、 証 明 番 号

号 で 、 交 付 を 受 け 、 受 領 し ま し た 。

氏名



別記様式第６号（第８関係）

年 月 日

殿

申請者 住所

電話番号

氏名

生年月日 年 月 日生

警 察 証 明 申 請 書

次の使途、提出先に相違ありませんので、申請事項について証明願いたく

申請します。

使 途 提 出 先

申請事項

警察証明

を必要と

する理由

証明 第 号
警 察 証 明 書

年 月 日

長 印


